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株式会社 京都銀行

Ⅰ 2018年度 決算のポイント

　１．総　括

　（１）損益

【連結損益】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

連結粗利益 82,820 △ 1,381 84,202
連結経常利益 45,184 18,253 26,931
親会社株主に帰属する当期純利益 31,681 12,358 19,323

【単体損益】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

業務粗利益 77,812 △ 1,287 79,100
経常利益 42,454 18,116 24,338
当期純利益 30,029 11,672 18,356

【連単差（子会社寄与分）】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

業務粗利益 5,008 △ 93 5,101
経常利益 2,729 136 2,593
当期純利益 1,652 685 966

　（２）預金・譲渡性預金、貸出金【単体】

（億円）

2019年3月末 2018年3月末

2018年3月末比

末 預金・譲渡性預金 80,576 2,318 78,257
残 貸出金 54,875 2,133 52,741
平 預金・譲渡性預金 77,485 2,074 75,411
残 貸出金 53,555 3,195 50,359

 2018年度については、経常利益が前年度比182億円増加の451億円、親会社株主に 
帰属する当期純利益が前年度比123億円増加の316億円となりました。 

 預金・譲渡性預金残高は、2018年3月末比2,318億円増加し、8兆576億円となり、 
8兆円の大台を突破しました。 
 貸出金残高は、2018年3月末比2,133億円増加し、5兆4,875億円となりました。 
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株式会社 京都銀行

　２．損益の概況

【単体】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

業務粗利益 77,812 △ 1,287 79,100
資金利益 67,609 △ 2,928 70,537
役務取引等利益 8,737 △ 146 8,884
その他業務利益 1,465 1,787 △ 322

うち国債等債券損益 999 1,574 △ 574
経　　費 58,355 119 58,235
実質業務純益 19,457 △ 1,407 20,864

コア業務純益 18,457 △ 2,981 21,439
一般貸倒引当金繰入額 ① △ 141 △ 141 －
業務純益 19,598 △ 1,266 20,864
臨時損益 22,856 19,382 3,473

不良債権処理額 ② 2,461 2,291 169
貸倒引当金戻入益 ③ － △ 524 524

一般貸倒引当金戻入益 － △ 537 537
個別貸倒引当金戻入益 － 12 △ 12

株式等関係損益 24,239 22,217 2,022
その他臨時損益 1,078 △ 18 1,096

経常利益 42,454 18,116 24,338
特別損益 △ 243 △ 1,636 1,392
税引前当期純利益 42,210 16,479 25,730
法人税等合計 12,181 4,807 7,373
当期純利益 30,029 11,672 18,356

与信関連費用　　（①＋②－③） 2,320 2,675 △ 354

（注）実質業務純益とは、業務粗利益から経費を差し引いたものであります。

　　　コア業務純益とは、実質業務純益から国債等債券損益を除いたものであります。

 業務粗利益は、国債等債券損益が増加したものの、有価証券利息の減少や 
外貨預金利息の増加等に伴う資金利益の減少等により、前年度比12億円減少の 
778億円となりました。 
  
 経常利益は、株式等関係損益が大幅に増加したことで、与信関連費用の増加等を 
吸収し、前年度比181億円増加の424億円となりました。 
  
 これらの結果、当期純利益は、前年度比116億円増加の300億円となりました。 
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株式会社 京都銀行

３．主要勘定の状況【単体】

（１） 預金・譲渡性預金

（億円、％）
2019年3月末 2018年3月末 2018年3月末比

増減額 増減率
 預金（末残） 70,921 68,881 2,039 2.9
 譲渡性預金（末残） 9,655 9,376 279 2.9

 預金・譲渡性預金（末残） 80,576 78,257 2,318 2.9
 うち個人 47,103 45,297 1,805 3.9

 預金（平残） 69,284 67,164 2,120 3.1
 譲渡性預金（平残） 8,201 8,247 △ 46 △ 0.5

 預金・譲渡性預金（平残） 77,485 75,411 2,074 2.7

 

（２） 貸出金

（億円、％）
2019年3月末 2018年3月末 2018年3月末比

増減額 増減率
貸出金（末残） 54,875 52,741 2,133 4.0
 中小企業等貸出金 36,718 35,351 1,367 3.8
 うち中小企業向け貸出金 20,779 20,088 690 3.4

 住宅ローン 16,862 16,254 607 3.7

貸出金（平残） 53,555 50,359 3,195 6.3
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    預金・譲渡性預金につきましては、個人を中心に堅調に増加し、期末残高は2018年3月末比 

 2,318億円増加の8兆576億円となりました。 

    なお、預金・譲渡性預金の年中平残は、2,074億円増加の7兆7,485億円となりました。 

  貸出金につきましては、個人・法人向けともに積極的な対応に努めました結果、期末残高は 
 2018年3月末比2,133億円増加し、5兆4,875億円となりました。また、中小企業等貸出金残高は 
 2018年3月末比1,367億円増加の3兆6,718億円となりました。 
  なお、貸出金の年中平残は、3,195億円増加の5兆3,555億円となりました。 
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株式会社 京都銀行

（３） 有価証券

（４） 預かり資産等

< 残高 > （億円）

2019年3月末 2018年3月末

個人預金 47,103 1,805 45,297

外貨定期預金 156 7 148

預かり資産 6,279 344 5,934

投信＋京銀証券預かり資産残高 2,739 391 2,347

 投資信託 1,859 2 1,857

京銀証券 880 389 490

保険 2,759 △ 7 2,767

 国債等 780 △ 39 820

 合計 53,382 2,150 51,231

< 期中販売額 > （億円）

2018年度 2017年度

投 資 信 託 462 △ 203 665

金 融 商 品 仲 介 536 35 501

保 険 197 △ 21 218

（注） 保険は、一時払の個人年金保険および終身保険の販売額合計を記載。

2018年3月末比

前年度比

（億円、％）

2019年3月末 2018年3月末 2018年3月末比

増減額 増減率

有価証券（末残） 29,210 30,811 △ 1,600 △ 5.1

 債    券 21,657 21,501 156 0.7

 株    式 7,553 9,310 △ 1,756 △ 18.8

（うち評価差額） 6,003 7,512 △ 1,508 △ 20.0

評価差額除く有価証券（末残） 23,206 23,298 △ 92 △ 0.3

有価証券（平残） 23,363 23,598 △ 234 △ 0.9

  有価証券につきましては、市場動向を注視しつつ、適切な運用に努めました結果、評価差額を除いた 
 ベースの期末残高は2兆3,206億円となりました。 

  投信＋京銀証券預かり資産残高につきましては、2018年3月末比391億円増加の2,739億円となりました。 
 また、個人預金残高と預かり資産残高の合計につきましては、2018年3月末比2,150億円増加の 
 5兆3,382億円となりました。  
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株式会社 京都銀行

４．健全性の状況

（１） 自己資本比率および繰延税金資産の状況

① 自己資本比率（国内基準）

【単体】 （億円）

2019年3月末  2018年3月末

[速報値]

自己資本比率 11.18 % 0.17 % 11.01 %

自己資本 4,010 56 3,953

リスクアセット等 35,837 △ 34 35,872

【連結】 （億円）

2019年3月末  2018年3月末

[速報値]

自己資本比率 11.58 % 0.19 % 11.39 %

自己資本 4,160 61 4,098

リスクアセット等 35,911 △ 58 35,969

（注）信用リスク・アセットの算出におきましては、「基礎的内部格付手法（FIRB）」を採用しております。

＜参考＞自己資本比率（国際統一基準）

2019年3月末

[速報値]

単体総自己資本比率 19.84 % △ 1.06 % 20.90 %

連結総自己資本比率 20.20 % △ 0.99 % 21.19 %

② 繰延税金資産

（億円）

2019年3月末

繰延税金資産         a 194 27 167

繰延税金負債         b 1,819 △ 459 2,279

ネット繰延税金資産   a-b △ 1,625 487 △ 2,112

（注） ネット繰延税金資産は、プラスの場合は貸借対照表上の「繰延税金資産」に計上し、マイナスの

     場合は「繰延税金負債」に計上しております。

2018年3月末

2018年3月末比

2018年3月末比

2018年3月末比

2018年3月末
2018年3月末比

   2019年3月末の単体自己資本比率（国内基準）は、0.17％改善し、11.18％となりました。 

   なお、自己資本の構成につきましては、当行ホームページ（https://www.kyotobank.co.jp/）に 

 掲載いたします。 

  繰延税金資産から繰延税金負債を控除したネット繰延税金資産は、2019年3月末において、 
 引き続きゼロ（繰延税金負債に1,625億円計上）となっております。  
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株式会社 京都銀行

（２） 不良債権の状況【単体】

金融再生法開示債権の推移

（億円）

2019年3月末

自己査定区分

破綻先及び
実質破綻先

危 険 債 権 破綻懸念先 △

要 管 理 債 権

開 示 債 権 合 計

開 示 債 権 比 率

開 示 債 権 比 率

（３） 有価証券の評価差額（含み益）【単体】

（億円）

2019年3月末

有価証券の評価差額（含み益） △

 株    式 △

 債    券

 そ の 他 △ 62 

1,621 7,364 

11 210 

5,742 

221 

39 

2018年3月末比

1,508 

101 

7,512 

2018年3月末

6,003 

1.29% 0.04% 1.25%

＜部分直接償却実施後＞
開 示 債 権 合 計

714 46 668 

1.35% 0.05% 1.30%

64 60 3 

750 57 692 

606 19 626 

2018年3月末

2018年3月末比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

79 16 62 

   2019年3月末の金融再生法開示債権残高につきましては、2018年3月末比57億円増加し、750億円と 
 なりました。また、部分直接償却を実施した場合の開示債権残高は2018年3月末比46億円増加し714億円、 
 開示債権比率は0.04％上昇し、1.29％となりました。 

  2019年3月末の有価証券の評価差額（含み益）は、2018年3月末比1,508億円減少したものの、 
 6,003億円と引き続き高水準を維持しております。 
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株式会社 京都銀行

５．業績予想

2019年度の業績予想（2019年4月1日～2020年3月31日）

【連結】 （百万円）

2019年度
（予想） 中間期 （実績）

28,600 15,500 45,184

20,000 11,000 31,681

【単体】 （百万円）

2019年度
（予想） 中間期 （実績）

業 務 純 益 22,900 12,400 19,598

経 常 利 益 26,200 14,400 42,454

当 期 純 利 益 18,700 10,500 30,029

与 信 関 連 費 用 300 150 2,320

６．期末および次期配当金

2019年度 （ 予 定 ） 30円00銭 30円00銭  60円00銭

70円00銭

2017年度 （ 実 績 ）  6円00銭 30円00銭         -

（注）1．2018年度中間配当（30円00銭）は実施済であります。

2．2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。2017年度の1株当たり年間配当金は、

　 単純合算ができないため「－」として記載しております。

2018年度

経 常 利 益

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2018年度

普通配当 30円00銭
特別配当 40円00銭

2018年度 （ 予 定 ） 30円00銭 100円00銭

中 間 期 期　末 年　間

 ○ 2018年度（2019年3月期）の期末配当金につきましては、普通配当30円に加え、 
   特別配当40円を実施し、1株につき70円とさせていただく予定であります。 
   これにより、通期では中間配当の30円とあわせて100円となります。 
  
 ○ 2019年度（2020年3月期）の配当金につきましては、中間配当・期末配当ともに 
   1株につき30円とし、通期で60円を予定しております。 

  現中期経営計画の最終年度である2019年度につきましては、京都銀行グループ一体となった 
 コンサルティング機能の発揮により、「銀・証・信」の金融サービスをワンストップで提供し、 
 顧客ニーズに幅広く対応してまいります。 
  これにより、連結ベースの親会社株主に帰属する当期純利益は、中期経営計画の目標である 
 200億円を見込んでおります。 
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株式会社 京都銀行

７．収益のしくみ【単体】

＜  費   用  ＞ ＜  収   益  ＞

資金調達費用
    各種預金に対して支払う利息等

役務取引等費用
    支払為替手数料等銀行が支払う手数料

その他業務費用 （  　 14億円）      
    国債等債券の売却損等

③ その他業務利益 （　   14億円）      

  うち国債等債券損益 （　 　 9億円）（ア）

業務純益
      （オ）＝（イ）－（ウ）－（エ）

臨時費用
   不良債権処理および株式等償却に関する費用等

臨時収益
    株式等売却益等

業務純益から債券の売却損益や一般貸倒引当金繰入額等を控除した収益力を示す指標として、
実質業務純益・コア業務純益があります。

◎ 実質業務純益　194億円 ＝ 業務純益（オ) 　195億円 ＋ 一般貸倒引当金繰入額（ウ) 　△1億円

◎ コア業務純益　184億円 ＝ 実質業務純益　194億円 － 国債等債券損益（ア)　9億円

   ※ 国債等債券損益 … 債券売却益 ＋ 債券償還益 － 債券売却損 － 債券償還損 － 債券償却

経常利益 （　 424億円）      

法人税、住民税及び事業税 （ 　 133億円）      

法人税等調整額 （   △11億円）      

特別利益 （      0億円）      

当期純利益 （　  300億円）      

経      費 （　 583億円）（エ）

（　 195億円）      

（　　 53億円）      

特別損失 （　 　　3億円）      

業務純益 （　 195億円）      

経常利益 （ 　 424億円）      
（　 281億円）      

    外国為替売買益や債券の売却益等

一般貸倒引当金繰入額 （ 　△1億円）（ウ） 業務粗利益 （　 778億円）（イ）

    投資信託の販売や振込など各種サービスによる
    受取手数料② 役務取引等利益 （  　 87億円）      

その他業務収益 （　　29億円）      

資金運用収益

役務取引等収益 （　159億円）

（　769億円）      
    事業性貸出・住宅ローン・有価証券等による
    利息収益① 資    金    利    益 （  　676億円）      

（ 　　72億円）      

（ 　　93億円）      

  2018年度の収益につきましては、次の “ しくみ ” により算出しております。 

① 資   金   利   益  （   　676億円）

② 役務取引等利益  （     　87億円）

③ その他業務利益  （　  　 14億円）
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株式会社 京都銀行

Ⅱ　2018年度 決算の状況

１．損益状況

 【単体】 （百万円）

2018年度 2017年度
前年度比

業務粗利益 77,812 △ 1,287 79,100
（除く国債等債券損益） 76,812 ） △ 2,862 ） 79,675 ）

資金利益 67,609 △ 2,928 70,537
役務取引等利益 8,737 △ 146 8,884
その他業務利益 1,465 1,787 △ 322
（うち国債等債券損益） 999 ） 1,574 ） △ 574 ）

国内業務粗利益 77,084 △ 1,162 78,247
（除く国債等債券損益） 74,960 ） △ 1,723 ） 76,684 ）

資金利益 66,588 △ 1,498 68,087
役務取引等利益 8,543 △ 190 8,734
その他業務利益 1,952 526 1,425
（うち国債等債券損益） 2,124 ） 561 ） 1,563 ）

国際業務粗利益 727 △ 125 852
（除く国債等債券損益） 1,852 ） △ 1,138 ） 2,991 ）

資金利益 1,020 △ 1,429 2,450
役務取引等利益 194 43 150
その他業務利益 △ 486 1,261 △ 1,748
（うち国債等債券損益） △ 1,124 ） 1,013 ） △ 2,138 ）

経費 58,355 119 58,235
人件費 31,616 13 31,602
物件費 22,884 △ 108 22,992
税金 3,855 214 3,640

実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 19,457 △ 1,407 20,864
コア業務純益（除く国債等債券損益） 18,457 △ 2,981 21,439

①一般貸倒引当金繰入額 △ 141 △ 141 －
業務純益 19,598 △ 1,266 20,864

うち国債等債券損益 999 1,574 △ 574
臨時損益 22,856 19,382 3,473

②不良債権処理額 2,461 2,291 169
貸出金償却 － △ 127 127
個別貸倒引当金純繰入額 2,089 2,089 －
債権売却損 116 93 22
その他 255 236 19

③貸倒引当金戻入益 － △ 524 524
一般貸倒引当金戻入益 － △ 537 537
個別貸倒引当金戻入益 － 12 △ 12

株式等関係損益 24,239 22,217 2,022
その他臨時損益 1,078 △ 18 1,096

経常利益 42,454 18,116 24,338
特別損益 △ 243 △ 1,636 1,392

固定資産処分損益 △ 243 △ 68 △ 175
減損損失 － △ 717 717
退職給付制度改定益 － △ 2,285 2,285

税引前当期純利益 42,210 16,479 25,730
  法人税、住民税及び事業税 13,332 8,582 4,749
  法人税等調整額 △ 1,150 △ 3,774 2,624
法人税等合計 12,181 4,807 7,373
当期純利益 30,029 11,672 18,356

与信関連費用（①＋②－③） 2,320 2,675 △ 354
（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式会社 京都銀行

【連結】
  ＜連結損益計算書ベース＞ （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

連結粗利益 82,820 △ 1,381 84,202

資金利益 67,674 △ 2,928 70,603

役務取引等利益 12,084 △ 39 12,123

その他業務利益 3,062 1,586 1,475

営業経費 60,629 115 60,514

貸倒償却引当費用 2,265 2,043 221

貸出金償却 52 △ 110 163

一般貸倒引当金繰入額 △ 219 △ 219 －

個別貸倒引当金繰入額 2,034 2,034 －

債権売却損 141 102 39

その他 255 236 19

貸倒引当金戻入益 － △ 447 447

一般貸倒引当金戻入益 － △ 612 612

個別貸倒引当金戻入益 － 165 △ 165

株式等関係損益 24,239 22,229 2,009

持分法による投資損益 △ 5 9 △ 14

その他 1,024 1 1,022

経常利益 45,184 18,253 26,931

特別損益 △ 244 △ 1,636 1,392

税金等調整前当期純利益 44,940 16,616 28,323

法人税、住民税及び事業税 14,111 8,094 6,017

法人税等調整額 △ 938 △ 3,623 2,684

法人税等合計 13,172 4,470 8,701

当期純利益 31,767 12,145 19,621

非支配株主に帰属する当期純利益 86 △ 212 298

親会社株主に帰属する当期純利益 31,681 12,358 19,323

（注）連結粗利益 ＝資金利益（資金運用収益－(資金調達費用－金銭の信託運用見合費用））

            　    ＋役務取引等利益(役務取引等収益－役務取引等費用）

            　    ＋その他業務利益(その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

連結実質業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 22,190 △ 1,496 23,687

連結業務純益 22,410 △ 1,277 23,687

（注）連結業務純益 ＝連結粗利益－営業経費－一般貸倒引当金繰入額

（連結包括利益） （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

包括利益 △ 76,981 △ 251,281 174,300

当期純利益 31,767 12,145 19,621

その他の包括利益 △ 108,749 △ 263,427 154,678
うちその他有価証券評価差額金（変動額） △ 105,082 △ 257,783 152,700

（連結対象会社数） （ 社 ）

2019年3月末 2018年3月末

2018年3月末比

連結子会社数 8 － 8

持分法適用会社数 1 － 1
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株式会社 京都銀行

２．業務純益 【単体】 （百万円）

2018年度 2017年度
前年度比

（１）実質業務純益（一般貸引繰入前） 19,457 △ 1,407 20,864
職員一人当たり（千円） 5,465 △ 360 5,826

（２）業務純益 19,598 △ 1,266 20,864
職員一人当たり（千円） 5,505 △ 321 5,826

(注）職員数は期中平均人員（出向者除く）を使用しております。

３．利鞘 【単体】
 ① 全 体 （％）

2018年度 2017年度
前年度比

  貸出金利回            （Ａ） 0.85 △ 0.04 0.89
  有価証券利回 1.24 △ 0.02 1.26
  資金運用利回          （ア） 0.97 △ 0.04 1.01
  預金等原価            （Ｂ） 0.81 0.01 0.80

 預金等利回 0.06 0.03 0.03
 経  費  率 0.75 △ 0.02 0.77

  資金調達原価          （イ） 0.82 0.01 0.81
  預貸利鞘      （Ａ）－（Ｂ） 0.04 △ 0.05 0.09
  総資金利鞘    （ア）－（イ） 0.15 △ 0.05 0.20

 ② 国内部門 （％）

2018年度 2017年度
前年度比

  資金運用利回          （Ａ） 0.90 △ 0.07 0.97
 貸出金利回 0.80 △ 0.07 0.87
 有価証券利回 1.16 △ 0.06 1.22

  資金調達原価          （Ｂ） 0.74 △ 0.04 0.78
 預金等利回 0.01 0.00 0.01
 外部負債利回 △ 0.01 △ 0.19 0.18

  総資金利鞘    （Ａ）－（Ｂ） 0.16 △ 0.03 0.19

４．有価証券関係損益 【単体】 （百万円）

2018年度 2017年度
前年度比

 債券関係損益 999 1,574 △ 574
 売却益 2,285 △ 1,017 3,303
 償還益 － － －
 売却損 1,285 △ 2,592 3,878
 償還損 － － －
 償却 － － －

 株式関係損益 24,239 22,217 2,022
 売却益 25,617 23,390 2,226
 売却損 1,377 1,172 204
 償却 0 0 －

○ 減損処理基準
  資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。

発行会社の区分 減損処理基準

　正常先
  時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原価に
　比べ30％以上50％未満下落したもので市場価格が一定水準
　以下で推移している場合等

  破綻先、実質破綻先、破綻懸念先   時価が取得原価に比べ下落

　要注意先 　時価が取得原価に比べ30％以上下落
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株式会社 京都銀行

５．有価証券の評価損益

① 有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

(参考）金銭の信託中の有価証券

運用目的の金銭の信託 時価法（評価差額を損益処理）

② 評価損益

【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年3月末

評価損益 評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 － － － － － － －

子会社・関係会社株式 － － － － － － －

その他有価証券 600,385 △ 150,851 608,301 7,916 751,236 762,578 11,342

株式 574,292 △ 162,180 576,857 2,565 736,472 737,364 891

債券 22,192 1,135 22,412 219 21,057 22,727 1,669

その他 3,900 10,193 9,032 5,131 △ 6,293 2,487 8,780

合    計 600,385 △ 150,851 608,301 7,916 751,236 762,578 11,342

株式 574,292 △ 162,180 576,857 2,565 736,472 737,364 891

債券 22,192 1,135 22,412 219 21,057 22,727 1,669

その他 3,900 10,193 9,032 5,131 △ 6,293 2,487 8,780

(注)

【連結】 （百万円）

2019年3月末 2018年3月末

評価損益 評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 20 24 20 － △ 3 0 4

その他有価証券 600,996 △ 151,201 608,913 7,916 752,198 763,540 11,342

株式 574,903 △ 162,530 577,468 2,565 737,434 738,326 891

債券 22,192 1,135 22,412 219 21,057 22,727 1,669

その他 3,900 10,193 9,032 5,131 △ 6,293 2,487 8,780

合    計 601,016 △ 151,177 608,933 7,916 752,194 763,540 11,346

株式 574,903 △ 162,530 577,468 2,565 737,434 738,326 891

債券 22,212 1,159 22,432 219 21,053 22,727 1,673

その他 3,900 10,193 9,032 5,131 △ 6,293 2,487 8,780

(注)

2018年3月末比

2018年3月末比

2. 2019年3月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、418,582百万円であります。

1. 「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価額
  との差額を計上しております。

1. 「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得
  価額との差額を計上しております。

2. 2019年3月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、418,457百万円であります。
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株式会社 京都銀行

６．ＲＯＥ 【単体】 （％）

2018年度 2017年度

前年度比

実質業務純益ベース（一般貸引繰入前） 2.21 △ 0.28 2.49

業務純益ベース 2.23 △ 0.26 2.49

当期純利益ベース 3.42 1.23 2.19

（注）1.分母となる株主資本平均残高は、（期首自己資本＋期末自己資本）÷２により算出しております。
      2.自己資本＝純資産の部合計－新株予約権

   実質ＲＯＥ 【単体】 （％）

2018年度 2017年度

前年度比

実質業務純益ベース（一般貸引繰入前） 4.74 △ 0.59 5.33

業務純益ベース 4.77 △ 0.56 5.33

当期純利益ベース 7.31 2.62 4.69

（注）自己資本から評価・換算差額等合計を除いた株主資本合計平均残高を分母として算出しております。

７．退職給付関連

【単体】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

退職給付費用 2,454 1,859 594

勤務費用 2,111 25 2,085

利息費用 276 2 273

期待運用収益 △ 500 △ 27 △ 473

数理計算上の差異処理額 568 △ 426 994

その他 － 2,285 △ 2,285

（注）2017年度のその他には、退職給付制度の改定に伴う利益を計上しております。

（参考） 【連結】 （百万円）

2018年度 2017年度

前年度比

退職給付費用 2,468 1,862 605

（注）上記のほか、確定拠出制度への要拠出額として、当連結会計年度において359百万円を計上して

　　　おります。

８．店舗数【単体】 （店）
2019年3月末 2018年3月末

2018年3月末比

京都府 111 － 111

大阪府 31 － 31

滋賀県 14 1 13

奈良県 7 － 7

兵庫県 8 － 8

愛知県 2 － 2

東京都 1 － 1

合　計 174 1 173
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株式会社 京都銀行

Ⅲ 貸出金等の状況

１．貸倒引当金等とリスク管理債権の状況

部分直接償却 実施しておりません。

【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破綻先債権額 3,964 △ 374 152 4,338 3,812

延滞債権額 64,591 1,295 △ 445 63,296 65,036

３か月以上延滞債権額 － △ 15 △ 6 15 6

貸出条件緩和債権額 6,433 85 6,046 6,347 386

合  計 74,989 991 5,747 73,998 69,241

貸出金残高（末残） 5,487,531 88,359 213,345 5,399,172 5,274,185

（％）

破綻先債権額 0.07 △ 0.01 0.00 0.08 0.07

延滞債権額 1.17 0.00 △ 0.06 1.17 1.23

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.11 0.00 0.11 0.11 0.00

合  計 1.36 △ 0.01 0.05 1.37 1.31

（百万円）

貸倒引当金 19,754 1,655 1,385 18,098 18,369

一般貸倒引当金 9,125 40 △ 141 9,085 9,266

個別貸倒引当金 10,629 1,615 1,526 9,013 9,103

＜参考＞ 部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権は次のとおりです。

【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破綻先債権額 2,624 △ 359 209 2,983 2,414

延滞債権額 62,396 292 △ 1,612 62,104 64,009

３か月以上延滞債権額 － △ 15 △ 6 15 6

貸出条件緩和債権額 6,433 85 6,046 6,347 386

合  計 71,454 2 4,636 71,451 66,817

貸出金残高（末残） 5,483,996 87,370 212,234 5,396,625 5,271,761

（％）

破綻先債権額 0.04 △ 0.01 0.00 0.05 0.04

延滞債権額 1.13 △ 0.02 △ 0.08 1.15 1.21

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.11 0.00 0.11 0.11 0.00

合  計 1.30 △ 0.02 0.04 1.32 1.26

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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株式会社 京都銀行

【連結】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破綻先債権額 4,112 △ 455 148 4,568 3,963

延滞債権額 65,228 1,316 △ 564 63,911 65,792

３か月以上延滞債権額 － △ 15 △ 6 15 6

貸出条件緩和債権額 6,434 85 6,047 6,349 387

合  計 75,775 930 5,625 74,844 70,150

貸出金残高（末残） 5,479,390 88,374 213,107 5,391,015 5,266,282

（％）

破綻先債権額 0.07 △ 0.01 0.00 0.08 0.07

延滞債権額 1.19 0.01 △ 0.05 1.18 1.24

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.11 0.00 0.11 0.11 0.00

合  計 1.38 0.00 0.05 1.38 1.33

（百万円）

貸倒引当金 23,017 1,499 995 21,517 22,021

一般貸倒引当金 10,463 14 △ 219 10,449 10,682

個別貸倒引当金 12,553 1,485 1,214 11,068 11,339

＜参考＞ 部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権は次のとおりです。

【連結】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破綻先債権額 2,638 △ 414 191 3,053 2,447

延滞債権額 62,668 385 △ 1,549 62,282 64,217

３か月以上延滞債権額 － △ 15 △ 6 15 6

貸出条件緩和債権額 6,434 85 6,047 6,349 387

合  計 71,741 41 4,683 71,700 67,058

貸出金残高（末残） 5,475,356 87,485 212,165 5,387,871 5,263,190

（％）

破綻先債権額 0.04 △ 0.01 0.00 0.05 0.04

延滞債権額 1.14 △ 0.01 △ 0.08 1.15 1.22

３か月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸出条件緩和債権額 0.11 0.00 0.11 0.11 0.00

合  計 1.31 △ 0.02 0.04 1.33 1.27

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比
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株式会社 京都銀行

２．金融再生法開示債権 【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 7,901 1,112 1,617 6,789 6,283

危険債権 60,680 △ 203 △ 1,923 60,883 62,603

要管理債権 6,433 70 6,040 6,362 392

小計（ア） 75,015 979 5,734 74,035 69,280

正常債権 5,467,382 86,444 209,565 5,380,938 5,257,817

合計 5,542,397 87,423 215,299 5,454,974 5,327,097

開示債権比率 1.35 % 0.00 % 0.05 % 1.35 % 1.30 %

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,356 117 500 4,238 3,855

危険債権 60,680 △ 203 △ 1,923 60,883 62,603

要管理債権 6,433 70 6,040 6,362 392

小計 71,469 △ 15 4,617 71,485 66,851

正常債権 5,467,382 86,444 209,565 5,380,938 5,257,817

合計 5,538,852 86,429 214,183 5,452,423 5,324,669

開示債権比率 1.29 % △ 0.02 % 0.04 % 1.31 % 1.25 %

３．金融再生法開示債権の保全状況 【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

保全額（イ） 63,416 807 734 62,609 62,682

貸倒引当金 10,640 1,623 1,651 9,016 8,988

担保保証等 52,776 △ 815 △ 916 53,592 53,693

保全率（イ）／（ア） 84.5 % 0.0 % △ 5.9 % 84.5 % 90.4 %

 （2019年3月末) (百万円)

合       計

 貸出金等の残高（Ａ） 6,433 60,680 7,901 75,015

 担保等による保全額（Ｂ） 1,747 46,751 4,278 52,776

 信  用  額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 4,685 13,929 3,623 22,238

 貸倒引当金残高（Ｄ） 126 6,889 3,623 10,640

 引  当  率（Ｄ／Ｃ） 2.7% 49.4% 100.0% 47.8%

 保　全　率（Ｂ＋Ｄ）／Ａ 29.1% 88.3% 100.0% 84.5%

＜部分直接償却を実施した場合＞

要管理債権 危険債権
破産更生債権及び

これらに準ずる債権
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株式会社 京都銀行

４．開示基準別の分類・保全状況（2019年3月期） 【単体】
（ 単位：億円 ）

貸出金

Ⅰ分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 残高

(   0) (   13) 破綻先
20 16 4 － － 債  権

(   0) (  22)
58 31 26 － － 79 42 36 100.0%

 破綻懸念先 (  68) 危険債権
606 350 186 70 606 467 68 88.3%

小  計
685 398 217 70 685 510 105 89.7%

3か月以上

要管理先 延滞債権

64 3 60 64 17 1 29.1% 貸出条件
緩和債権

開示債権 計
750 527 106 84.5%

750 402 277 70 － 

正常債権
3,879 1,246 2,633 54,673

    
50,490 50,490

(  69) (  35) 合  計
55,119 52,138 2,910 70 － 55,423

注１．貸出金等与信関連債権：貸出金、支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金および未収利息等であります。

注２．破綻先、実質破綻先および破綻懸念先の自己査定における分類額

Ⅰ  分類額…引当金、優良担保（預金等）・優良保証（信用保証協会等）等でカバーされている債権

Ⅱ  分類額…不動産担保等一般担保・保証等でカバーされている債権

ⅢⅣ分類額…全額または必要額について償却引当を実施、引当済分はⅠ分類に計上

            破綻先および実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済

注３．自己査定結果（債務者区分別）における （  ）内は分類額に対する引当額です。

○償却・引当方針
債務者区分 償却・引当方針

 正常先

 債権額に対し、貸倒実績率により今後３年間の予想損失額を引当

 債権額に対し、貸倒実績率により今後３年間の予想損失額を引当

 また、一部の債権については、キャッシュ・フロー見積法により引当

 債権額のうち、担保・保証等により保全されていない部分（Ⅲ分類額）に対し、貸倒実績率により、

 破綻懸念先  今後３年間の予想損失額を引当

 また、一部の債権については、キャッシュ・フロー見積法により引当

 実質破綻先・破綻先  債権額のうち、担保・保証等により保全されていない部分（Ⅲ・Ⅳ分類額）全額を償却・引当

※当行の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、これを資本とみなして債務者区分を判定した場合で、当該ローンを資本とみなしても

　債務超過となるときは、当該ローンの回収可能見込額をゼロと算定し全額を引き当てております。また、資産超過となるときは、

　キャッシュ・フロー見積法により引き当てを行っております。

正 常 先

合  計

 債権額に対し、貸倒実績率により今後１年間の予想損失額を引当

 要注意先

 要管理先

要管理先以外
の要注意先

延滞債権 645

小  計
小  計 685

要管理債権
（貸出金のみ）

－ 

64

合  計 749
計

 破 綻 先 破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

39

 実質破綻先

区    分 分      類 区    分

リスク管理債権

対象：貸出金等与信関連債権
     対象：要管理債権は貸出金のみ
     その他は貸出金等与信関連債権、
     銀行保証付私募債

対象：貸出金

区  分
与信残高 与信残高

担保等
による
保全額

引当額 保全率

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法の開示基準

引当金残高

個別貸倒
 破綻先および実質破綻先 36

引当金
 破綻懸念先 68

一般貸倒
 うち要管理債権 1

引当金
 正常先および要注意先 91

合　　計 197
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株式会社 京都銀行

５．業種別貸出状況等
①業種別貸出金【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 　 2018年3月末比

  国   内

（除く特別国際金融取引勘定） 5,487,531 88,359 213,345 5,399,172 5,274,185
製造業 930,116 △ 11,518 57,670 941,634 872,445
農業、林業 3,337 117 215 3,220 3,121
漁業 64 △ 5 △ 6 70 71
鉱業、採石業、砂利採取業 19,223 △ 673 △ 714 19,896 19,937
建設業 142,188 5,912 3,035 136,276 139,152
電気・ガス・熱供給・水道業 82,508 7,008 4,153 75,499 78,354
情報通信業 41,226 △ 1,916 2,653 43,143 38,573
運輸業、郵便業 210,706 1,463 603 209,243 210,103
卸売、小売業 541,521 △ 7,450 △ 8,308 548,972 549,830
金融、保険業 201,571 △ 1,649 3,648 203,221 197,923
不動産業、物品賃貸業 695,853 11,904 22,313 683,949 673,540
各種サービス業 400,643 5,707 8,894 394,936 391,749
地方公共団体 608,680 38,332 44,138 570,348 564,542
その他 1,609,887 41,127 75,050 1,568,760 1,534,837

②業種別リスク管理債権【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 　 2018年3月末比

  国   内

（除く特別国際金融取引勘定） 74,989 991 5,747 73,998 69,241
製造業 15,453 2,387 1,648 13,065 13,804
農業、林業 301 △ 18 △ 15 320 316
漁業 37 △ 1 △ 2 38 39
鉱業、採石業、砂利採取業 14 △ 2 △ 4 17 19
建設業 6,039 △ 514 △ 977 6,554 7,017
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － －
情報通信業 613 △ 51 △ 342 665 956
運輸業、郵便業 2,422 142 752 2,279 1,669
卸売、小売業 19,749 △ 941 3,147 20,690 16,601
金融、保険業 163 63 50 100 113
不動産業、物品賃貸業 6,263 258 1,436 6,005 4,827
各種サービス業 9,283 △ 6 302 9,289 8,980
地方公共団体 － － － － －
その他 14,646 △ 324 △ 247 14,971 14,894

③中小企業等貸出金【単体】 （百万円）
2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 　 2018年3月末比

中小企業等貸出金残高 3,671,875 102,805 136,750 3,569,069 3,535,125
中小企業等貸出比率（％） 66.91 0.81 △ 0.11 66.10 67.02

④消費者ローン【単体】 （百万円）
2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 　 2018年3月末比

消費者ローン残高 1,717,282 35,622 63,254 1,681,660 1,654,028
うち住宅ローン残高 1,686,211 34,291 60,734 1,651,920 1,625,477
うちその他ローン残高 31,071 1,330 2,519 29,740 28,551
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株式会社 京都銀行

６．国別貸出状況等

① 特定海外債権残高【単体】

該当ありません。

② アジア向け貸出金【単体】 （百万円）

2019年3月末 2018年9月末 2018年3月末

2018年9月末比 2018年3月末比

シンガポール 2,500 500 2,500 2,000 －

（うちリスク管理債権） － － － － －

中     国 110 △ 2 4 113 106

（うちリスク管理債権） － － － － －

インドネシア 568 48 △ 32 520 600

（うちリスク管理債権） － － － － －

アラブ首長国連邦 3,104 3,104 3,104 － －

（うちリスク管理債権） － － － － －

合     計 6,283 3,650 5,576 2,633 707

（うちリスク管理債権） － － － － －

③ 中南米主要諸国向け貸出金【単体】

該当ありません。

④ ロシア向け貸出金【単体】

該当ありません。
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